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従
業
員
を
雇
う
な
ら
労
働
保
険
に
加
入
し
ま
し
ょ
う
！

相談所コーナー






































金融情報（主な制度融資のご案内）

平成30年10月11日現在

制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先利率

2,000万円
運転
設備

７年以内
１０年以内

経営改善貸付

中小企業資金繰り
円滑化借換融資

中小企業開業資金
(一般開業)

経営安定資金
(一般枠)

セーフティネット資金
(経営支援枠)

基準利率(担保有)
1.16％～2.25％

※担保無も設定できます

日
本
政
策
金
融
公
庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です｡(通称：マル経融資）

融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。

①原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方

②最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方

③常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及

  び娯楽業は２０人以下)､製造業・その他業種では２０人以下の法人・個人

  事業主の方

④所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方

新
津
商
工
会
議
所

金
融
公
庫
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運転
設備

５年以内
１０年以内

運転
設備

８年以内
１５年以内

1.7％～1.9％
2.20％

運転
設備

５年以内
７年以内

運転
設備

７年以内
※1000万円超
は10年以内

運転 ６ヶ月以内

既往市制度
融資借入金
の返済

１０年以内

運転
設備

７年以内
１０年以内

運転
設備

５年以内
７年以内

運転 ７年以内

各 

金 

融 

機 

関

各
金
融
機
関

4,800万円

4,800万円

1,000万円

3,000万円

700万円

3,000万円

500万円

4,000万円

5,000万円

普通貸付

セーフティネット貸付

地方産業育成資金

一般融資

夏期・年末資金

信保付
その他

1.60％
2.10％

信保付
その他

1.50％
2.00％

信保付
その他

1.65％

1.80％
2.00％

５年以内
５年超

1.70％
1.90％

信保付Ａ
信保付Ｂ

1.25％
1.45％～

３年以内
３年超

企業防衛の
決 定 版 ！

新津税務署より
平成30年分  各種説明会のお知らせ

対象地区／秋葉区

説明会内容 開催日

年末調整説明会

青色決算説明会（営業)

青色決算説明会（農業)

白色決算説明会（営業)

白色決算説明会（農業)

11月20日(火)

12月13日(木)

12月13日(木)

12月14日(金)

12月14日(金)

時  間

13:00～15:30

10:00～12:00

13:30～15:30

10:00～12:00

13:30～15:30

会  場

新潟市秋葉区文化会館

新潟市秋葉区役所６階

新潟市秋葉区役所６階

新潟市秋葉区役所６階

新潟市秋葉区役所６階

【お問合せ先】 新津税務署 

TEL:0250-22-2171(年末調整説明会・法人課税部門直通)
TEL:0250-22-2153(青白決算説明会・個人課税部門直通)

※開催会場への直接のお問合わせはご遠慮ください。

提供

76.1MHZ
FM

にいつ 月曜日 12：20～12：50
再放送 毎週水曜日 19：00～19：30

　　　　毎週木曜日 13：00～13：30( )

■

■

業況ＤＩ値の推移(業種別)

新津地域景況調査結果の概要 (平成30年７月～９月期)

【全業種】業況ＤＩは、依然としてマイナス圏内。先行き（10～12月）については、横ば
いの見通し。
【建設業】仕入単価ＤＩは悪化。従業員数ＤＩは若干改善するとの見通し。
【製造業】売上高ＤＩは横ばい。仕入単価ＤＩ・採算ＤＩ・従業員数ＤＩは悪化するとの
見通し。
【卸売業】全体的に横ばい。売上高ＤＩは横ばいの見通し。
【小売業】全体的に悪化。従業員数ＤＩは若干改善するとの見通し。
【サービス業】全体的に悪化。売上高ＤＩ・仕入単価ＤＩ・採算ＤＩは若干改善するとの
見通し。
【経営上の問題点】（複数回答可）
多い順に、｢需要の停滞」、｢大型店進出による競争激化」、「下請け業者の確保難」、｢人
件費の増加・圧迫」など。
またどの業種ともに、需要の停滞を多くあげる回答が散見された。
【設備投資の状況】（複数回答可）
多い順に、｢車両運搬具」、｢ＯＡ機器」などであるが、全体に低調。

ＤＩ値

ＤＩ値(業況判断指数）について

売 上 高

仕入単価

採    算

資金繰り

従業員数

業   況

建  設  業

ＤＩ＝(増加・好転などの回答割合）－（減少・悪化などの回答割合）
※実数値の上昇率を示すものではなく､強気・弱気などの景気感の相対的な広がりを意味する。

▼項目別ＤＩ値
※(　　)は見通し10～12月

50≦DI
とくに順調

25≦DI＜50
順調

0≦DI＜25
変わらず

▲25≦DI＜0
悪化

DI＜▲25
きわめて悪化

8.0（0.0）

△24.0（△32.0）

4.0（4.0）

4.0（20.0）

△4.0（0.0）

0.0（8.3）

9.1（9.1）

△9.1（△27.3）

△9.1（△45.5）

9.1（0.0）

18.2（△27.3）

△9.1（△27.3）

20.0（20.0）

△20.0（△20.0）

0.0（0.0）

20.0（20.0）

0.0(0.0）

△20.0（△20.0）

△25.0（△20.0）

△20.0（△20.0）

△30.0（△30.0）

△40.0（△40.0）

△10.0(0.0）

△35.0（△35.0）

△18.8（6.3）

△31.3（△18.8）

△25.0（△12.5）

△6.3（6.3）

18.8（6.3）

△31.3（△18.8）

△5.2（△1.3）

△22.1（△24.7）

△13.0（△15.6）

△7.8（△2.6）

2.6（△2.6）

△18.2（△15.8）

この調査は、新津地域の景況動向における企業経営の推移及び動向について的確に把握すべく、全業種を
対象に四半期ごとに実施しております。
調査対象：100事業所(建設業、製造業、卸売業、小売業、サービス業)　回答数77社（回答率77％）
対象期間：平成30年７～９月期実績、平成30年10月～12月期の見通しについて
当所では､『消費税転嫁率対策相談窓口』を設置し、消費税率の引き上げに伴う円滑・適正な価格転嫁を
支援するため、個別相談やセミナーなどを実施しておりますので、どんなことでもお気軽にご相談下さい。

平成30年７月～９月期の景気動向（ＤＩ値による判断）
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◇◇１人でも雇ったら、労働保険に必ず加入を◇◇

～労働保険に入ってない会社に、人が集まるでしょうか。～
　労働者（パート、アルバイト等を含む）を１人で
も雇っている事業主は労働保険（労災保険・雇用保
険）に加入しなければなりません。
　労働保険は、労災保険・雇用保険の各種給付金の
ほか、雇用の安定のために事業主に支給される助成金
などの各種支援制度も設けられており、労働者はもと
より事業主のためにも欠くことのできない制度です。
　また、人手不足の折、事業主にはコンプライアン
スが求められており、より良い人材を確保する意味
でも、労働保険に必ず加入している必要があります。
　まだ、労働保険の加入手続きを行っていない事業
主におかれましては、管轄の労働基準監督署または
公共職業安定所（ハローワーク）で加入手続きをと
られるようお願いします。
　ご不明な点はお気軽にお問い合わせ下さい。
【問い合わせ先】
・新潟労働局総務部　
  労働保険徴収課        （TEL：025-288-3502）
・新津公共職業安定所　　（TEL：0250-22-2233）
・新津商工会議所　　　　（TEL：0250-22-0121）


